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地方交付税地方交付税地方交付税 28億2,478万円
（47.1％ ⬆1.2％）

町債町債町債 7億7,383万円
（12.9％ ⬇47.4％）

県支出金県支出金県支出金
5億9,459万円

（9.9％ ⬆36.2％）

国庫支出金国庫支出金国庫支出金
4億8,064人万円

（8.0％ ⬇13.9％）

4億9,650万円
（8.3％ ⬆3.8％）

町 民 税
固定資産税
軽自動車税
タ バ コ 税

2億269万円（収納率：95.7％）
1億9,410万円（収納率：87.9％）

2,872万円（収納率：90.9％）
      5,292万円（収納率：100％）

町税町税町税 7,003万円
（1.2％ ⬇34.5％）

分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金

1億1,447万円
（1.9％ ⬇14.1％）

4億4,173万円
（7.3％ ⬆42.5％）

使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料

その他収入その他収入その他収入

諸収入・繰越金・繰入
金・寄付金・財産収入

1億4,176万円
（2.3％ ⬆4.5％）

その他交付金その他交付金その他交付金

自主財源 18.73％
 

依
存

財
源

81.27 ％

保育所保育料、老人保護措置費
（養護老人ホーム）費など。

体育施設などの使用料
や住民票などの証明手
数料など。

国税（所得税・法人税・酒税・消
費税・たばこ税）の一定割合を
財源として、全国どこの市町村
に住んでいても一定水準の行政
サービスが受けられるよう町に
交付されます。

国 と町 が 行う事 業
で、経費の全部又は
一 部 が国から交 付
されます。

県が自らの施策とし
て単独で町に交付し
たり、国庫支出金を
経費の全部又は一
部として町に交付さ
れます。

町が行う事業で、特に大
きな事業を実施する場
合の必要な財源を調達
するために借り入れる
お金です。

歳入

地方消費税交付金、
自動車取得税交付
金、地方特例交付金
など。

5,514万円
（0.9％ ⬆0.2％）

地方譲与税地方譲与税地方譲与税

国税として徴収した
税を、一律的に客観
的基準（道路の延長
と面積等）によって地
方公共団体に配分さ
れます。
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